
































































































































（3） ダイキン工業事件・大阪地判平成 24・11・1労判 1070号 142頁。
（4） 東京地判平成 12・3・30労判 784号 18頁，東京高判平成 13・6・27労判 810
号 21頁。
（5） 京都地判平成 22・5・18労判 1004号 160頁。





























（9） 東京地判平成 20・12・25労判 981号 63頁。

























































































（18） 東京地判平成 24・2・17労経速 2140号 3頁，東京高判平成 24・9・20労経速
































































































































































































































































































































































なわち，不更新条項挿入段階における労契法 19条 1号 2号該当性を審査し，
該当性が認められる場合にはこの時点での雇止めの合理性・相当性を審査
する。そして次に，雇止めの時点での労契法 19条の第 1段階審査（1号 2
号該当性）と第 2段階審査（雇止めの効力審査）の双方を行う。こうして
雇止めの有効性判断に加えて，不更新条項挿入段階におけるその内容の合
理性を審査することによって，労契法 19条の適用を排除することを目的と
した脱法的な不更新条項の効力を認めないこととなろう。
五　おわりに
本稿では，労契法 19条と有期労働契約の不更新条項との関係を検討し，
有期契約が反復更新された後に挿入される不更新条項については労契法 19
条の潜脱となりうるという点から，これを不更新合意の有効性の問題とし
て処理するだけでは不十分であると考えた。このことから，使用者の脱法
的意図による不更新条項の挿入を排除するために，不更新条項挿入段階で
のその合理性審査を行うことの必要性を述べ，公序良俗違反説を精緻化す
ることを試みた。ただ，ここで示したような不更新条項についての審査が
実際に行われるとすれば，審査は非常に複雑なものとなりえよう。しかし，
そのような複雑さゆえに，使用者が不更新条項を安易に利用することを抑
止することにつながるとも考えられる。
本稿で扱った有期労働契約の不更新条項に対する合意の効力という問題
労働契約法 19条と不更新条項の効力
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のほかにも，使用者からの提案や申込みに対して労働者は本心では納得し
てはいないが合意をせざるをえないといった問題が生じうる局面はあるも
のと考えられる。このように，合意のみによっては説明できない，あるい
は合意のみで処理するのは危険な場面については，その問題の実態を捉え
た判断が必要である。合意のみを重視した問題解決を求める傾向について
は今後も検討が必要である。
付記
本稿は，「公益財団法人日東学術振興財団（The Nitto Foundation）」の助成
による成果の一部である。
